介護職員処遇改善加算の実績報告書類について

【必要な書類】
	
	実績報告書
（別紙様式４）
	事業所一覧
（添付書類１）
	都道府県一覧
（添付書類２）
	市町村一覧
（添付書類３）
	積算根拠
（様式例１）

	市内で一事業所のみ運営
	○
	○
	不要
	不要
	○

	市の内外で複数事業所運営（県内のみ）
	○
	○
	不要
	○
	○

	県外も含め複数事業所運営
	○
	○
	○
	○
	○


※その他、様式例2を参考に、報告の根拠となる書類を必ず作成・保管してください。（提出は不要）
【書類の概要】
・実績報告書（別紙様式４）⇒Ｐ.２～Ｐ.３
　実績報告の本体として位置づけられる書類です。法人全体での実績を記入してください。
・事業所一覧（別紙様式４・添付書類１）⇒Ｐ.４
　実績報告の対象となる事業所をリスト化するものです。都道府県ごとに作成し、愛知県分をご提出ください。
・都道府県状況一覧（別紙様式４・添付書類２）⇒Ｐ.５
　加算額の都道府県別状況と、各都道府県の間での加算額のやりとりを明らかにする書類です。
　愛知県内だけでなく全事業所の所在する都道府県の情報を記入してください。
　※愛知県内にのみ事業所がある場合は他都道府県の情報がないため、添付する必要はありません。
・市町村一覧（別紙様式４・添付書類３）⇒Ｐ.６
　県内の加算額の市町村別状況と、各市町村間での加算額のやりとりを明らかにする書類です。県外にも事業所がある場合は、都道府県ごとに作成し、愛知県分をご提出ください。
※市内にのみ事業所がある場合は他市町村の情報がないため、添付する必要はありません。
・積算根拠（様式例１）⇒Ｐ.７
　実績報告書内で記載した賃金改善額の内訳を明らかにする書類です。平成24年度の賃金改善実施期間の賃金改善額を事業所ごと・費目別に計上し、名古屋市分をご提出ください。あくまで様式例ですので、各法人でより詳細なものを用意されましたらそちらをご提出いただいても構いません。また、各職員に対する賃金等の改善額の実績について実地指導の際に確認するため、様式例２（Ｐ.８）を参考に事業所ごとに作成し、保管してください。
【１】実績報告書について


介護職員処遇改善加算総額（複数の事業所を有する法人については、法人全体の金額を記載する。）
(1)国民健康保険団体連合会から月ごとに送付される「介護職員処遇改善加算総額のお知らせ」のうち、平成24年4月分から平成25年3月分までのものに記載されている金額に基づき、算定してください。この額には利用者負担分（1割）も含まれますが、限度額超過分については含まれておりません。また、取り下げ・再請求などを行った月のお知らせ額にはご注意ください。
(2) 介護保険の給付限度額超過分を利用者が負担された場合は、そのうち本加算に相当する分の額を記入してください。
(3)(1)と(2)の金額を合算してください。
また、添付書類１（事業所一覧）、添付書類２（都道府県状況一覧）、添付書類３（市町村状況一覧）に事業所や所在地ごとの内訳を明記し、添付してください。
1 加算による賃金改善実施期間
　処遇改善加算額（①）を原資として、事業所内の介護職員に賃金改善を行った期間を記載してください。計画書に記載した賃金改善実施期間と一致していなければなりません。
2 介護職員常勤換算数
　賃金改善実施期間（②）中の介護職員の勤務時間を月ごとに常勤換算したもの合計し、記載してください。他職種との兼務職員が対象の場合は従事した時間数を按分してください。
　　介護職員として常勤の職員　⇒　一人を１．０とし、人数を足していく。
　　非常勤職員・他職種と兼務している職員
⇒（４週間の介護職員としての労働時間）÷４÷（常勤職員が１週間に勤務すべき労働時間）を職員ごとに算出し、合算する。
3 介護職員に支給した賃金額
　②の期間中に賃金改善対象の介護職員に支給した賃金の総額を記載します。賃金の改善額ではなく賃金の総額であることにご注意ください。（賃金改善が反映された額となります。）
4 介護職員一人当たりの賃金月額
　④で算出した賃金の総額を③で算出した常勤換算数で割り、常勤の介護職員一人当たりの賃金額を算出してください。（1円未満切捨て）
5 ②の期間において実施した賃金改善の概要
　実施した賃金改善事項を、具体的に記載してください。賃金向上に伴う法定福利費（健康保険料・介護保険料・厚生年金保険料・児童手当拠出金・雇用保険料・労災保険料等）の増額も改善所要額に含めます。
支給金額の算出方法が職員の勤務形態などにより異なる場合は、それぞれ記載することとし、この様式に書ききれない場合は別紙を添付してください。
6 賃金改善所要額
　⑥の賃金改善に要した金額を記載してください。
　介護職員処遇改善加算の要件として賃金改善額が加算額を上回ることとなっておりますので、①の(3)に記載されている額より⑦の額が上回っていなければなりません。万が一下回っている場合は一時金などで賃金改善に反映してください。賃金改善が確認できない事例は返還の対象となりますのでご注意ください。
また、この項目については根拠となる資料として様式例１を作成し、添付してください。
なお、実地指導の際に適正に賃金改善に充てられていたか確認するため、様式例２のような賃金改善の対象となる職員と、改善内容およびその額が把握できる書類を各事業所で作成し、保管されるようお願いします。
7 介護職員一人当たり賃金改善額
　⑦の賃金改善に要した額を③で算出した常勤換算で割り、常勤の介護職員一人当たりの賃金改善月額を算出し、記載してください。
【２】事業所情報について
（１）事業所一覧表
[image: image1.emf]報告対象事

業所に○を付

す

※1指定権者 ※2受付窓口

事業所の名称 ※3サービス名
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合計金額

円

ページ数　　　総ページ数

／

②県内外を問わず複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、事業所の所在する県ごとに

該当する事業所を全て記載すること。

⑤※1指定権者が「市町村」の場合は、※2受付窓口の記載は不要。

③今回提出する加算の報告対象事業所がわかるよう、左端欄に○を付すこと。（愛知県分のみ）



介護保険事業所番号

④※1指定権者が「愛知県」の場合、※2受付窓口に（高齢福祉課、尾張、西三河、東三河のいずれか）を記載すること。

⑥※3サービス名は、居宅サービスと介護予防サービスは分けて記載すること。



別紙様式４(添付書類１）

介護職員処遇改善実績報告書（事業所一覧表）

法　   人    名



都道府県名

①1つの事業所のみで介護職員処遇改善計画書を提出している場合も、必ず提出すること。(介護予防サービスも１事業所とカ

ウントする。)




（２）都道府県状況一覧表
[image: image2.emf]別紙様式４(添付書類２）

都道府県

介護職員処遇改善加算額(※別紙様式

4の①の金額と一致すること)

賃金改善所要額(※別紙様式4の⑦の

金額と一致すること)

他都道府県の事業所等（県内外を問

わず、事業所またぎは全て含む)の介

護職員の賃金改善の原資として充当

した額

他都道府県の事業所等（県内外を問

わず、事業所またぎは全て含む)で受

けた加算額を原資として改善した額

北 海 道 円 円 円 円

青 森 県 円 円 円 円

岩 手 県 円 円 円 円

宮 城 県 円 円 円 円

秋 田 県 円 円 円 円

山 形 県 円 円 円 円

福 島 県 円 円 円 円

茨 城 県 円 円 円 円

栃 木 県 円 円 円 円

群 馬 県 円 円 円 円

埼 玉 県 円 円 円 円

千 葉 県 円 円 円 円

東 京 都 円 円 円 円

神奈川県 円 円 円 円

新 潟 県 円 円 円 円

富 山 県 円 円 円 円

石 川 県 円 円 円 円

福 井 県 円 円 円 円

山 梨 県 円 円 円 円

長 野 県 円 円 円 円

岐 阜 県 円 円 円 円

静 岡 県 円 円 円 円

愛 知 県 円 円 円 円

三 重 県 円 円 円 円

滋 賀 県 円 円 円 円

京 都 府 円 円 円 円

大 阪 府 円 円 円 円

兵 庫 県 円 円 円 円

奈 良 県 円 円 円 円

和歌山県 円 円 円 円

鳥 取 県 円 円 円 円

島 根 県 円 円 円 円

岡 山 県 円 円 円 円

広 島 県 円 円 円 円

山 口 県 円 円 円 円

徳 島 県 円 円 円 円

香 川 県 円 円 円 円

愛 媛 県 円 円 円 円

高 知 県 円 円 円 円

福 岡 県 円 円 円 円

佐 賀 県 円 円 円 円

長 崎 県 円 円 円 円

熊 本 県 円 円 円 円

大 分 県 円 円 円 円

宮 崎 県 円 円 円 円

鹿児島県 円 円 円 円

沖 縄 県 円 円 円 円

全　国 計 円 円 円 円

※　本様式の作成にあたっては、積算の根拠となる書類を添付すること。

介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法　   人    名



（３）市町村一覧表
[image: image3.emf]別紙様式４(添付書類３）

都道府県名

指定権者

介護職員処遇改善加算額(※別紙様

式４の①の金額と一致すること)

賃金改善所要額(※別紙様式４の⑦

の金額と一致すること)

他都道府県の事業所等（県内外を

問わず、事業所またぎは全て含む)

の介護職員の賃金改善の原資とし

て充当する額

他都道府県の事業所等（県内外を

問わず、事業所またぎは全て含む)

で受けた加算額を原資として改善

する額

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

合計 円 円 円 円

ページ数　　　総ページ数

／

介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表)(再掲）

法　   人    名

(注)県内外を問わず複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、事業所の所

在する県ごとに該当する指定権者を全て記載すること。



【３】積算根拠資料について
＜様式例１＞
 [image: image4.emf]事業所名

事業所番号



様式例１

平成（24）年度分



支払額

賃金改善方法

三の丸デイサービス 三の丸訪問介護



合計

2312345678

2323456789



基本給 201,400 円 128,700 円



330,100 円

延長手当 85,500 円

46,500

円



円

円

円



円



円

円 円



円



85,500 円

夜勤手当 0 円 円



円



円 円



円



円 46,500

賞与 90,000 円 60,000 円



円



円



円



円 150,000 円

一時金 0 円 35,000 円



円



円



円



円 35,000 円

法定福利費事業主負担分 43,100 円 29,800 円



円



円



円



円 72,900 円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円

円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円



円

円



円



円

円

円



円

賃金改善額合計 420,000 円 300,000 円



指定権者（名古屋市）

0

720,000 円

【（　）ページ分の（　）ページ】



円



円



＜様式例２＞
[image: image5.emf]様式例2

事業所番号（　　　　　　　　　　） 事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （　　　1枚中　　　1枚目）

H24.5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 H25.1月 ２月 ３月 ４月

基本給ベースアップ

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 120,000

賞与 0 20,000 0 0 0 0 0 20,000 0 0 0 0 40,000

○○手当 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 36,000

時給アップ 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 72,000

一時金 0 15,000 0 0 0 0 0 15,000 0 0 0 0 30,000

○○手当 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 12,000

○○　○○ 時給アップ 非常勤

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○○，○○○

○○　○○ ○○○○ ○○○

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○○，○○○

○○　○○ ○○○○ ○○○

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○○，○○○

○○　○○ ○○○○ ○○○

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○

0 0

○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○，○○○ ○○，○○○

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

0

0

0

0

0

0

0

0

0

００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ００，０００ ０００，０００

０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００ ０００，０００

0,000,000

※１　介護職員への支払い方法として、基本給ベースアップ、諸手当、賞与、一時金、非常勤職員の時給アップ等を記載すること。

※２　この様式は参考様式です。上記内容がきちんと記載されていれば、この様式によることなく、任意の様式による実績明細書でも良いこととします。

※３　本加算に基づく賃金改善は介護職員のみが対象となります。

支払い方法

※１

法定福利費事業主負担分増加額

常勤 愛知　太郎

非常勤 豊橋　花子

介護職員処遇改善加算　支払実績明細書

合　　　　　　　計

支　　　　　　　給　　　　　　　月　　　　　　　（円）

職員氏名

常勤・非常

勤

の別

合計（円）

① 支払い方法別に金額を記入してください。

② 賃金改善実施期間内に加算給付金を受給

した者全てを記載してください

。

支払わない月があれば、「０」を記入してください。

（記載ミスか、支払いをしないのか分からないため。）

法定福利費事業主負担分増加額の実績については、

月毎に記入する形でも良いですが、年総額のみを記入

する形でも良いこととします。

支払い方法が①基本給ベースアップ、②賞与、③○○手当

の場合の月々の支給額は、合算額ではなく、①～③の支払

方法毎に記載してください。



別紙様式４





介護職員処遇改善実績報告書(平成　　年度)


名古屋市長　殿





①�
 平成　　年度分介護職員処遇改善加算総額�
(1)国保連からお知らせのあった金額：　　　　　　　　　　　　円�
�
�
�
　(2)給付限度額超過による利用者負担額：　　　　　　　　　　　円�
�
�
�
　(3)(1)と(2)の合算額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円�
�
 ②�
 加算による賃金改善実施期間�
  　　　 平成　　　年　　　月　～　平成　　　年　　　月�
�
 ③�
 介護職員常勤換算数(②の期間の総数)


※少数点第2位切り捨て�
�
�
 ④�
 介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数)�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円�
�
 ⑤�
 介護職員一人当たり賃金月額(④÷③)�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円�
�
 ⑥�
 ②の期間において実施した賃金改善の概要


 (改善した給与の項目（法定福利費を含む）及びその金額等について具体的に記載すること)�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
 ⑦�
 賃金改善所要額(⑥に要した費用の総額)　  �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円�
�
 ⑧�
 介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③)


※少数点第1位切り捨て�
　円�
�
�
�
�
�
�
※複数の事業所を有する法人については、法人全体の金額を記載する。


※①については、別紙様式４（添付書類１）により事業所毎の内訳を添付すること。


　※１つの事業所のみで介護職員処遇改善計画書を提出している場合も、添付書類１は添付すること。


　※県内の複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１に加えて、添付書類３を提出すること。


※県外を含む複数の事業所間で一括して介護職員処遇改善計画書を提出している場合は、添付書類１、２及び３を添付すること。


※⑥⑦については、様式例１により事業所ごとに積算の根拠となる資料を添付すること。なお、各所職員に対する賃金等の改善額の実績については、実地指導の際に確認するため、様式例２を参考に事業所ごとに作成し、保管すること。








⑤





④





③





②





①





⑤





①各都道府県ごとに作成し、愛知県分をご提出ください。


②名古屋市内事業所のみ○を付けてください。


③指定権者について、名古屋市、豊田市、岡崎市、豊橋市に所在する事業所は各市、それ以外の市に所在する事業所であれば愛知県となります。（指定申請当時愛知県に申請された事業所においても現在名古屋市内にある事業所は名古屋市が指定権者となります。）


　ただし、地域密着型サービス事業所は各事業所の所在する市町村です。


愛知県が指定権者となる事業所においては、受付窓口として高齢福祉課、尾張、西三河、東三河のいずれかを記載してください。


④一事業所で介護サービスと介護予防サービスを運営されている場合でも、一行ずつ分けて記入してください。また、平成24年度中に廃止、休止した事業所も記載してください。


⑤この合計金額について各都道府県ごとに算定したものを合算し、実績報告書（別紙様式４）の①（３）と合致することを確認してください。





④





③





②





①





①この欄の愛知県分の額は事業所一覧表（添付書類１）の「愛知県分の加算額合計」と一致し、市町村状況一覧表（添付書類３）の「愛知県分の加算額の合計」とも一致します。


また、全国の合計が実績報告書（別紙様式４）の①（３）と一致することもご確認ください。





②この欄の愛知県分の額は市町村状況一覧表（添付書類３）の「愛知県分の賃金改善額の合計」と一致します。また、全国の合計が実績報告書（別紙様式４）の⑦と一致することもご確認ください。





③・④本加算を算定した事業所間で加算額をやり取りした際に記載していただく欄です。加算額を渡した場合は③の欄に、受け取った場合は④に記載してください。同一の県内でやり取りした場合も、③・④それぞれに反映してください。


また、それぞれの合計が同額となること、愛知県分の額が市町村状況一覧表（添付書類３）の同じ項目の合計額とそれぞれ一致することをご確認ください。


　　 








②





①





⑥





⑤





④





③





①都道府県ごとに作成し、愛知県分をご提出ください。


②指定権者について、名古屋市、豊田市、岡崎市、豊橋市に所在する事業所は各市、それ以外の市に所在する事業所であれば愛知県となります。（指定申請当時愛知県に申請された事業所においても現在名古屋市内にある事業所は名古屋市が指定権者となります。）


　ただし、地域密着型サービス事業所は各事業所の所在する市町村です。


③この欄の愛知県分の合計が都道府県状況一覧表（添付書類２）の「愛知県の加算額」と一致します。また、都道府県ごとの合計額をさらに合計した全国の合算額が実績報告書（別紙様式４）の①（３）と一致することもご確認ください。


④この欄の愛知県分の合計が都道府県状況一覧表（添付書類２）の「愛知県の賃金改善所要額」と一致します。また、都道府県ごとの合計額をさらに合計した全国の合算額が実績報告書（別紙様式４）の⑦と一致することもご確認ください。


⑤・⑥本加算を算定している事業所間で加算額をやり取りした際に記載していただく欄です。加算額を受け渡した場合は⑤の欄に、受け取った場合は⑥の欄に記載してください。また、⑤・⑥の合計が同じ額となることをご確認ください。








①





②





③





①愛知県内の事業所について指定権者ごとに作成し、名古屋市内分をご提出ください。


②実績報告書（別紙様式４）の②で示した賃金改善実施期間における実績を、⑥の賃金改善項目ごと、事業所ごとに記入してください。


③名古屋市分の賃金改善額の合計が市町村状況一覧（添付書類３）で示した「賃金改善所要額」の名古屋市分の値と一致することをご確認ください。


　また、愛知県内の賃金改善額の合計が都道府県状況一覧（添付書類２）で示した「賃金改善所要額」の愛知県分の値と一致することもご確認ください。


法人内の処遇改善加算を算定している事業所が愛知県内のみにある場合は、賃金改善額の愛知県内の合計が実績報告書（別紙様式４）の⑦と一致します。





この様式例２は賃金改善実績の積算根拠の例ですが、こちらを様式例1と合わせてご提出いただく必要はございません。ただし、実地指導の際に賃金改善のより詳細な実績を確認させていただきますので、この様式に沿って各事業所ごとに作成し、保管してください。なお、この様式例２に拠らなくとも以下のポイントを参考に、同様の内容が記されているものであれば各事業所任意の書式で作成していただいて構いません。





○ポイント


・従業員ごと、支払い方法ごとに分類されていること。


・月ごとに記録されていること。
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